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告「Correction of a genetic defect
by nuclear transplantation and































































































































































用 語 説 明
①LD：レーザダイオード
②LED：発光ダイオード




















































































































































































































































































































































用 語 説 明
①ドライエッチング技術
真空チャンバ内においてプラズマ放電によって励起された活性種を用いて、
フォトレジストでマスキングされていない部分をエッチング除去する。最小加
工寸法は0.1μm以下でエッチング速度は1～10μm／min。
く空気を利用できる上に、高カロ
リーの有価ガスが高効率で取り出
せるとしている。この有価ガスは
燃料として使えるほか、水素や一
酸化炭素主体のガスに改質するこ
とにより液体燃料合成や化学原料
にすることもできる。
また、この技術は石炭のガス化
にも適用可能であり、これまでの
試験において、バイオマス、石炭
ともにタール類と流動用媒体の混
合は問題解決の見通しが出来てお
り、今後はガス化収率を高めるた
めのガス化室の低温化研究や低温
での生成ガス改質の技術研究に主
軸が移る。
製造技術分野
膀地球観測衛星
Aqua打上げられる
地球観測衛星Aquaが、5月4日
午後7時前（日本時間）、米国バン
デンバーグ基地よりNASAデルタ
Ⅱロケットにより打上げられた。
その後、搭載された観測装置の稼
動も順調に推移しており、高度約
680kmの軌道上を飛行している。
Aquaは、惑星としての地球を
総合的に観測するため、NASAが
推進するミッションの一環であ
り、地球規模での水・エネルギー
循環のメカニズム解明の一翼を担
う。同衛星は日本、米国、ブラジ
ルの国際協力の下に開発され、3
カ国が開発した6つの観測装置が
搭載されている。そのうち、わが
国の宇宙開発事業団が開発した改
良型高性能マイクロ波放射計
（AMSR‐E）は、水蒸気量、積
雪量、雲水量、土壌水分量、海洋
風速、海温等を高精度で観測する
ことができる。
Aquaにより全球的に観測され
る海洋、大気や陸地の水蒸気や雪
氷等のデータは、各国の研究機関
や研究者へ提供され科学研究に貢
献するのみならず、わが国の気象
庁、譖漁業情報サービスセンター
へ宇宙開発事業団を通じて提供さ
れ、気象予報における精度の向上
や、漁場に関する情報の漁船への
リアルタイム配信を可能とし、経
済、社会にも大いに貢献すると考
えられる。
フロンティア分野
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法」を用いる方法や、「容積率割
り増しと容積率の売買の自由化と
を組み合わせた交通容量に負荷を
かけずに都心居住を増加させる都
心居住促進策」などが提案されて
いる。
このように各分野から違った視
点で、「都市を単に経済対策のた
めの道具」として安易に位置づけ
ないような具体的な提案を伴った
意見が論じられている。
膀「都市再生」を巡る議論
政府が緊急経済対策の一環とし
て取り組んでいる、いわゆる「都
市再生」に対して、「都市問題」
（2002年3月 東京市政調査会）に
都市計画、経済学、社会学の第一
人者たちからの意見が掲載された。
都市計画分野からは、「都市再
生」のためには「どのような都
市・地域とすることが望ましいの
か、どのような暮らしを選び取り
たいのか、について、地域地域の、
あるいは都市全体の市民・住民が
議論し構想する場とプロセスをデ
ザインし構築する必要」が指摘さ
れている。
同様に経済分野からは、「都心
では容積率制限を用いない代わ
り、都心への通勤料金に対する時
差料金制の採用と通勤需要を発生
させるビルに対しての従業員数に
比例しての特別事業所税などの手
社会基盤分野
